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(57)【要約】
【課題】ハンドルの収納動作をスムーズに行うことがで
きる把持装置およびそれを備えた情報処理装置を実現す
る。
【解決手段】支持部材４３に凹部４３ａを備え、支持部
材４４に凹部４４ａを備え、凹部４３ａ及び４４ａとハ
ンドル部材４の指側側面４ａとの角度Ｒ１及びＲ２を１
８０度に近い大きい角度としたことにより、支持部材４
３及び４４がハンドル部材４に対して回動動作したとき
にハンドル部材４の指側側面４ａと支持部材４３及び４
４との間に異物が挟み込まれることを軽減することがで
きるため、ハンドル部材４をスムーズに変位させること
ができる。
【選択図】図７Ｃ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気部品を内蔵した筐体と、
　前記筐体の一主面に配される把持装置とを備え、
　前記把持装置は、
　　前記筐体の一主面に一方の端部が回動自在に支持された一対の支持部材と、
　　前記支持部材の他方の端部に回動自在に支持された把持部材とを備え、
　前記支持部材は、他方の支持部材に対向する内面における前記把持部材と交差する交差
部の近傍に凹部が形成されている、電子機器。
【請求項２】
　前記把持部材は、前記筐体に近接した収納位置と、前記筐体から離隔した引出位置との
間を可逆的に変位し、
　前記凹部は、前記収納位置において、前記把持部材内部に収容される、請求項１に記載
に電子機器。
【請求項３】
　前記把持部材は長い円形の外周を有する窪み部を備え、前記支持部材は前記窪み部に係
合する突起部を備え、
　前記筐体に対し前記把持部材が前記収納位置と前記引出位置とを可逆的に変位するとき
、前記突起部は、前記窪み部の前記外周に沿って移動する、請求項２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記凹部は、前記内面を前記支持部材の外面方向に円弧状に切り欠いた形状である、請
求項１に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記内面に対し対向する前記支持部材の外面に最近接する頂点は、前記把持部材が前記
筐体から最も離隔した引出位置にあるとき、前記交差部または前記把持部材の内部のいず
れかに位置する、請求項１に記載の電子機器。
【請求項６】
　筐体の一主面に配される把持装置であって、
　前記筐体の一主面に一方の端部が回動自在に支持された一対の支持部材と、
　前記支持部材の他方の端部に回動自在に支持され、両端部に前記支持部材と交差する交
差部が配され、前記交差部を介して前記支持部材が埋没する構成を有する把持部材とを備
え、
　前記支持部材は、前記交差部で交差するとともに他方の支持部材に対向する位置に凹部
が形成されている、把持装置。
【請求項７】
　前記把持部材は、前記筐体に近接した収納位置と、前記筐体から離隔した引出位置との
間を可逆的に変位する、請求項６記載の把持装置。
【請求項８】
　前記把持部材は、前記筐体に近接した収納位置と、前記筐体から離隔した引出位置との
間を可逆的に変位し、
　前記凹部は、前記収納位置および前記引出位置の間で、前記交差部から前記筐体側に露
出している、請求項６記載の把持装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、ユーザーにより把持することができるハンドルを備えた把持装置に関する。ま
た、本願は、把持装置を備えた電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、携帯性を向上させるためパソコンで、ハンドルを搭載したものがある。特許文献



(3) JP 2012-238302 A 2012.12.6

10

20

30

40

50

１及び２には、ハンドルのグリップの部分と本体とが支持部材で締結された構成が開示さ
れている。
【０００３】
　図８は、従来のハンドルを備えたノートパソコンの構成を示す。図９は、図８に示すノ
ートパソコンにおけるハンドル近傍の要部平面図である。図８及び図９に示すノートパソ
コンは、キーボードや情報処理手段を備えた第１の筐体１０１と、液晶ディスプレイを備
えた第２の筐体１０２とが、互いに回動自在に支持されて構成されている。図８及び図９
は、第２の筐体１０２が第１の筐体１０１に近接対向するように折り畳んだ状態を示して
いる。また、第１の筐体１０１の側面には、使用者によって手で把持可能なハンドル１０
４を備えている。ハンドル１０４は、長手方向の両端において支持部材１４１及び１４２
によって第１の筐体１０１に支持されている。
【０００４】
　また、図９に示すように、ハンドル１０４は、その内部において、長手方向の両端にそ
れぞれ略小判形状の凹部１０４ａ及び１０４ｂが形成されている。凹部１０４ａには、ア
ーム１４１に形成された突起部１４１ａが遊嵌し、凹部１０４ｂには、支持部材１４２に
形成された突起部１４２ａが遊嵌している。また、支持部材１４１の突起部１４１ａを配
する端部における他方の端部は、第１の筐体１０１に形成された突起部１０１ａに遊嵌し
ている。また、支持部材１４２の突起部１４１ｂを配する端部における他方の端部は、第
１の筐体１０１に形成された突起部１０１ｂに遊嵌している。支持部材１４１は、突起部
１０１ａの軸回りに回動可能に支持されている。また、支持部材１４２は、突起部１０１
ｂの軸回りに回動可能に支持されている。
【０００５】
　上記のように構成された従来のノートパソコンにおいて、ハンドル１０４を使用する場
合は、ハンドル１０４を収納位置（不図示）から矢印Ｙに示す方向へ引き出すことで、図
８及び図９に示すように、ハンドル１０４と第１の筐体１０１との間に手を挿入可能な空
間を形成することができ、ハンドル１０４を把持できる状態になる。ハンドル１０４を矢
印Ｙに示す方向に変位させる際、支持部材１４１は突起部１０１ａの軸回りに回動し、支
持部材１４２は突起部１０１ｂの軸回りに回動する。また、突起部１４１ａは、凹部１０
４ａ内を図示左方向へ変位し、突起部１４１ｂは、凹部１０４ｂ内を図示右方向へ変位す
る。
【０００６】
　次に、図８に示すように引き出されたハンドル１０４を収納する場合は、ハンドル１０
４を矢印Ｘに示す方向へ変位させる。このように変位させることで、支持部材１４１が突
起部１０１ａの軸回りに回動し、支持部材１４２が突起部１０１ｂの軸回りに回動する。
これによりハンドル１０４を収納位置へ変位させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平６－３１４１３８号公報
【特許文献２】特開平６－３０９０６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら図８及び図９に示すような構成では、支持部材１４１及び１４２をハンド
ル１０４に対して回動可能な構成としているため、ハンドル１０４の外郭における支持部
材１４１及び１４２の取付位置近傍に、支持部材１４１及び１４２が出入りするハンドル
１０４における端面に開口（以下「遊挿口」と称す）１０４ｄ及び１０４ｅが生じてしま
う。したがって、ハンドル１０４を図８及び図９に示す引出位置から矢印Ｘに示す方向に
収納する際、またはハンドル１０４を手で把持した状態でノートパソコンを持ち運ぶ際に
、ノートパソコンが搖動等すること口１０４ｄまたは１０４ｅに異物を挟み込んでしまう
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ことがあり、ハンドル１０４の収納動作をスムーズに行えなくなるという問題がある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本願に開示する電子機器は、電気部品を内蔵した筐体と、前記筐体の一主面に配される
把持装置とを備え、前記把持装置は、前記筐体の一主面に一方の端部が回動自在に支持さ
れた一対の支持部材と、前記支持部材の他方の端部に回動自在に支持された把持部材とを
備え、前記支持部材は、他方の支持部材に対向する内面であって、前記把持部材と交差す
る交差部に凹部が形成されている。
【００１０】
　本願に開示する把持装置は、筐体の一主面に配される把持装置であって、前記筐体の一
主面に一方の端部が回動自在に支持された一対の支持部材と、前記支持部材の他方の端部
に回動自在に支持され、両端部に前記支持部材と交差する交差部が配され、前記交差部を
介して前記支持部材が埋没する構成を有する把持部材とを備え、前記支持部材は、前記交
差部で交差するとともに他方の支持部材に対向する位置に凹部が形成されている。
【発明の効果】
【００１１】
　本願の開示によれば、ハンドルの引出・収納動作及び運搬動作をスムーズに行うことが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】ノートパソコンの斜視図
【図２】実施の形態にかかる第１の筐体の平面図
【図３】実施の形態にかかる第１の筐体の平面図
【図４】実施の形態１にかかる第１のカバー部材の平面図
【図５】実施の形態１にかかる第２のカバー部材の平面図
【図６】ハンドル、アームの分解斜視図
【図７Ａ】ハンドルの引出及び収納動作を説明するための要部平面図
【図７Ｂ】ハンドルの引出及び収納動作を説明するための要部平面図
【図７Ｃ】ハンドルの引出及び収納動作を説明するための要部平面図
【図８】従来のノートパソコンの構成を示す斜視図
【図９】従来のノートパソコンにおけるハンドル近傍の平面図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　（実施の形態）
　　〔１．電子機器の構成〕
　図１は、本実施の形態にかかるノートパソコンの外観を示す斜視図である。図１に示す
ノートパソコンは、電子機器の一例である。本実施の形態では、電子機器の一例としてノ
ートパソコンを挙げたが、少なくともユーザーが把持できるハンドルを備えた機器であれ
ばよい。電子機器は、ノートパソコンの他、例えばタブレット型パソコン等であってもよ
い。
【００１４】
　図１に示すように、ノートパソコンは、第１の筐体１と第２の筐体２とを備えている。
第１の筐体１は、各種電気素子が実装された回路基板や、ハードディスクドライブ等の記
憶装置を内蔵している。第２の筐体２は、ディスプレイパネル２ａを備えている。ディス
プレイパネル２ａは、例えば液晶ディスプレイパネルで実現することができる。第１の筐
体１と第２の筐体２とは、ヒンジ部３によって互いに回動自在に支持されている。ヒンジ
部３は、第１の筐体１と第２の筐体２とを矢印ＡまたはＢに示す方向へ回動自在に支持す
る回動軸を備えている。第１の筐体１の上面１ａには、キーボード５とポインティングデ
バイス６とが配されている。第１の筐体１の前面１ｂには、ハンドル部材４が配されてい
る。
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【００１５】
　図２及び図３は、第１の筐体１の平面図である。図２は、ハンドル部材４が第１の筐体
１の収納面１ｃに収納された状態を示す。図３は、ハンドル部材４が第１の筐体１の収納
面１ｃから引き出された状態を示す。なお、図２及び図３では、煩雑となるため第２の筐
体及びヒンジ部は省略した。
【００１６】
　ハンドル部材４は、支持部材４３及び４４によって第１の筐体１に支持されている。ハ
ンドル部材４は、図１及び図２に示す収納位置から矢印Ｃに示す方向へ変位可能であると
ともに、図３に示す第１の筐体１から引き出された位置から矢印Ｄに示す方向へ変位可能
である。図３に示すように、ハンドル部材４が引き出された引出位置にあるとき、第１の
筐体１の収納面１ｃ、ハンドル部材４、支持部材４３、支持部材４４で囲まれた位置に、
間隙部１ｄが形成される。間隙部１ｄは、ユーザーが手でハンドル部材４を把持した際に
、少なくともユーザーの指が挿通する間隔を有する。
【００１７】
　　〔２．ハンドル部材４の構成及び動作〕
　ハンドル部材４は、第１のカバー部材１４と第２のカバー部材１５とを備え、両者をネ
ジで螺結して構成されている。
【００１８】
　図４は、本実施の形態にかかるハンドル部材４における第１のカバー部材１４の内側の
構成を示す平面図である。第１のカバー部材１４は、孔部１４ａ及び１４ｂ、長円形凹部
１４ｃ及び１４ｄを備えている。孔部１４ａ及び１４ｂは、ネジ（不図示）を挿通可能な
内径を有する。孔部１４ａ及び１４ｂは、第１のカバー部材１４に貫通形成されている。
長円形凹部１４ｃは、例えば陸上競技におけるトラックにみられるように、一対の直線と
この一対の直線を結ぶ半円形形状とを備える形状を基本とする。この長円形凹部１４ｃは
、支持部材４４の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）が係合する。長円形凹部
１４ｃに係合した円柱状の突起（後述）は、長円形凹部１４ｃの長軸方向に移動自在であ
る。長円形凹部１４ｄは、支持部材４３の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）
が係合する。長円形凹部１４ｄに係合した円柱状の突起（後述）は、長円形凹部１４ｄの
長軸方向に移動自在である。第１のカバー部材１４は、長手方向の両端に、支持部材４３
が出入りする第１のカバー部材１４における端部に開口（以下「遊挿口」と称す）１４ｅ
及び１４ｆを備えている。遊挿口１４ｅは、支持部材４３が挿通される部分である。遊挿
口１４ｆは、支持部材４４が挿通される部分である。なお、「第１のカバー部材１４の長
手方向」とは、例えば孔部１４ａの中心と孔部１４ｂの中心とを結ぶ線分の方向であり、
図４に示すＰ軸の方向である。
【００１９】
　図５は、ハンドル部材４における第２のカバー部材１５の内側の構成を示す平面図であ
る。第２のカバー部材１５は、ネジ穴１５ａ及び１５ｂ、長円形凹部１５ｃ及び１５ｄを
備えている。ネジ穴１５ａ及び１５ｂは、ネジ（不図示）を螺合可能な雌ネジを有する。
長円形凹部１５ｃは、支持部材４３の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）が係
合する。長円形凹部１５ｃに係合した円柱状の突起（後述）は、長円形凹部１５ｃの長軸
方向に移動自在である。すなわち、長円形凹部１４ｃと長円形凹部１５ｃとで、支持部材
４４の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）を、長軸方向に移動自在に挟持する
。長円形凹部１５ｄは、支持部材４４の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）が
係合する。長円形凹部１５ｄに係合した円柱状の突起（後述）は、長円形凹部１５ｄの長
軸方向に移動自在である。すなわち、長円形凹部１４ｄと長円形凹部１５ｄとで、支持部
材４４の一方の端部に形成された円柱状の突起（後述）を、長軸方向に移動自在に挟持す
る。第２のカバー部材１５は、長手方向の両端に遊挿口１５ｅ及び１５ｆを備えている。
遊挿口１５ｅは、支持部材４３が挿通される部分である。遊挿口１５ｆは、支持部材４４
が挿通される部分である。なお、「第２のカバー部材１５の長手方向」とは、例えばネジ
穴１５ａの中心とネジ穴１５ｂの中心とを結ぶ線分の方向であり、図５に示すＰ軸の方向
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である。
【００２０】
　図６は、ハンドル部材４の分解斜視図である。なお、図６は、ハンドル部材４における
第１のカバー部材１４の長円形凹部１４ｄが配された側を示しているが、長円形凹部１４
ｃが配された側も同様の構成である。また、図６を参照した説明では、支持部材４３につ
いてのみ説明しているが、支持部材４４も支持部材４３とハンドル部材４の長手方向を垂
直に等分する面に対し対称の構成を有しており、説明は省略する。
【００２１】
　支持部材４３は、ユーザーがハンドル部材４を把持してノートパソコンを運搬する際に
ノートパソコンが揺動することによる負荷に耐え得るように、金属等の高い強度の材料で
形成されていることが好ましく、本実施の形態では一例としてマグネシウムで形成されて
いる。支持部材４３は、凹部４３ａ、突起部４３ｂ、孔部４３ｃ、凹部４３ａ形成側の側
面４３ｄ、側面４３ｄに対し突起部４３ｂと孔部４３ｃとを介して反対側の反対側面４３
ｅ、および突起部４３ｂの反対側の突起部４３ｆを備えている。
【００２２】
　凹部４３ａは、湾曲状に窪んだ形状を有する。すなわち、凹部４３ａは、ノートパソコ
ンに装着した状態で、支持部材４３と支持部材４４とが対向する支持部材４３の内面（図
では側面４３ｄ）から、外面（図では反対側面４３ｅ）の方に向かって、湾曲状に切り欠
いた形状を有する。なお、湾曲状の一例として、支持部材４３および４４では円弧上を示
している。また、凹部４３ａにおける頂点とは、反対側面４３ｅに最も近接する側面４３
ｄの窪み位置のことである。凹部４３ａは、ハンドル部材４に組み込んだ状態で、支持部
材４３の凹部４３ａ形成側の側面４３ｄに形成されている。また、支持部材４３の側面４
３ｄは、図１乃至図３に示すように支持部材４３を第１の筐体１及びハンドル部材４に結
合したときに、間隙部１ｄを形成する内周面の一部である。したがって、凹部４３ａは、
間隙部１ｄに連続するように形成されている。
【００２３】
　突起部４３ｂは、支持部材４３の一方の端部近傍における、表裏それぞれに突出形成さ
れている（図６では支持部材４３の表側に配された突起部のみ図示）。突起部４３ｂは、
略半円柱形状に形成されているが、この形状に限定されない。突起部４３ｂは、第１の支
持部材１４の長円形凹部１４ｄに遊嵌可能な外径を有する。なお、突起部４３ｂを形成し
た支持部材４３の表側に対向する裏側には突起部４３ｆが、支持部材４３に関して鏡面関
係で配されている。この突起部４３ｆは、第２の支持部材１５の長円形凹部１５ｄに遊嵌
可能な外径を有する。
【００２４】
　孔部４３ｃは、支持部材４３の他方の端部近傍に形成された円形の孔部である。孔部４
３ｃは、第１の筐体１に形成された円柱状の凸部１ｅ（後述）の外周円柱面に遊嵌可能な
内径を有する。
【００２５】
　なお、図６に示すような斜視図での図示は省略するが、支持部材４４は、支持部材４３
と同様、凹部４４ａ、突起部４４ｂ、孔部４４ｃ、凹部４４ａ形成側の側面４４ｄ、側面
４４ｄに対し突起部４４ｂと孔部４４ｃとを介して反対側の反対側面４４ｅ、および突起
部４４ｂの反対側の突起部４４ｆを備えている。また、凹部４４ａは、上述した凹部４３
ａと同様に、支持部材４４の凹部４４ａ形成側の側面４４ｄに形成され、側面４４ｄは、
間隙部１ｄを形成する内周面の一部である。なお、突起部４４ｂを形成した支持部材４４
の表側に対向する裏側には突起部４４ｆが、支持部材４４に関して鏡面関係で配されてい
る。この突起部４４ｆは、第２の支持部材１５の長円形凹部１５ｃに遊嵌可能な外径を有
する。支持部材４４は、マグネシウムなどの金属で形成されている。
【００２６】
　上記のような構成において、突起部４３ｂ及び４３ｆが長円形凹部１４ｄ及び１５ｄに
遊嵌し、突起部４４ｂ及び４４ｆが長円形凹部１４ｃ及び１５ｃに遊嵌するように、第１
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のカバー部材１４と第２のカバー部材１５とを接合させることにより、支持部材４３及び
４４は、ハンドル部材４に回動自在に支持される。
【００２７】
　このとき、支持部材４３は、突起部４３ｂ及び４３ｆが長円形凹部１４ｄ及び１５ｄ内
を移動することができるため、ハンドル部材４に対して突起部４３ｂ及び４３ｆを軸にし
た回動動作と、長円形凹部１４ｄ及び１５ｄの長軸方向に沿って移動する動作とを行うこ
とができる。また、支持部材４４は、突起部４４ｂ及び４４ｆが長円形凹部１４ｃ及び１
５ｃ内を移動することができるため、ハンドル部材４に対して突起部４４ｂ及び４４ｆを
軸にした回動動作と、長円形凹部１４ｃ及び１５ｃの長軸方向に沿って移動する動作とを
行うことができる。
【００２８】
　以下、ハンドル部材４の引出動作及び収納動作について説明する。
【００２９】
　図７Ａは、ハンドル部材４が収納位置にある時の、第１の筐体１の前面１ｂ近傍の要部
平面図である。図７Ｃは、ハンドル部材４が引出位置にある時の、第１の筐体１の前面１
ｂ近傍の要部平面図である。図７Ｂは、図７Ａと図７Ｃとの間の状態を示す。
【００３０】
　まず、ハンドル部材４の引出動作について説明する。図７Ａに示すように、ハンドル部
材４が第１の筐体１の収納面１ｃに収納された位置にある状態で、ハンドル部材４が矢印
Ｃに示す方向へ引き出されると、ハンドル部材４は、支持部材４３及び４４に支持されな
がら矢印Ｃに示す方向へ変位する。このとき、支持部材４３は、図７Ｂに示すように、突
起部４３ｂ及び４３ｆが長円形凹部１４ｄ及び１５ｄの長軸方向に沿って矢印Ｆに示す方
向へ移動しながら、第１の筐体１内に備わる凸部１ｅを軸に矢印Ｈに示す方向へ回動する
。また、支持部材４４は、図７Ｂに示すように、突起部４４ｂ及び４４ｆが長円形凹部１
４ｃ及び１５ｃの長軸方向に沿って矢印Ｇに示す方向へ移動しながら、第１の筐体１内に
備わる凸部１ｆを軸に矢印Ｅに示す方向へ回動する。
【００３１】
　図７Ｂに示す状態からさらにハンドル部材４を矢印Ｃに示す方向へ変位させると、ハン
ドル部材４は、支持部材４３及び４４に支持されながら、図７Ｃに示す引出位置に到るま
で変位する。突起部４３ｂ及び４４ｆは、図７Ｃに示す引出位置では、長円形凹部１４ｄ
及び１５ｄの長軸方向の端部に位置している。これにより、支持部材４３は、矢印Ｈ（図
７Ｂ）に示す方向への回動が規制された状態になる。また、突起部４４ｂ及び４４ｆは、
図７Ｃに示す引出位置では、長円形凹部１４ｃ及び１５ｃの長軸方向の端部に位置してい
る。これにより、支持部材４４は、矢印Ｅ（図７Ｂ）に示す方向への回動が規制された状
態になる。支持部材４３及び４４の回動が規制された状態になることにより、ハンドル部
材４は、矢印Ｃ（図７Ｂ）に示す方向への変位が規制される。
【００３２】
　また、ハンドル部材４を、図７Ｃに示す引出位置から図７Ａに示す収納位置へ変位させ
る際は、上記した引出動作の逆手順にて変位させることで、図７Ａに示す収納位置へ変位
させることができる。
【００３３】
　　〔３．異物の挟み込み防止機能〕
　本実施の形態では、支持部材４３に凹部４３ａが形成され、支持部材４４に凹部４４ａ
が形成されている。凹部４３ａは、支持部材４３が間隙部１ｄに対向する面方向における
遊挿口１４ｆ及び１５ｆ側の端面で、側面４３ｄから反対側面４３ｅ（図６）方向に湾曲
状に窪んだ形状で形成されている。また、凹部４４ａは、支持部材４４が間隙部１ｄに対
抗する面方向における遊挿口１４ｅ及び１５ｅ側の端面で、側面４４ｄから反対側面４４
ｅ方向に湾曲状に窪んだ形状で形成されている。凹部４３ａは、ハンドル部材４が引出位
置、収納位置、およびその間の任意の位置に位置しているときに、遊挿口１４ｅ及び１５
ｅに交差するように形成位置や寸法（曲率半径等）が設定されている。凹部４４ａは、ハ
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ンドル部材４が引出位置、収納位置、およびその間の任意の位置に位置しているときに、
遊挿口１４ｆ及び１５ｆに交差するように形成位置や寸法（曲率半径等）が設定されてい
る。凹部４３ａは、突起部４３ｂ及び４３ｆが長円形凹部１４ｄ及び１５ｄにおけるいず
れの位置にあるときでも、遊挿口１４ｅ及び１５ｅに交差するように形成位置や寸法（曲
率半径等）が設定されている。凹部４４ａは、突起部４４ｂ及び４４ｆが長円形凹部１４
ｃ及び１５ｃにおけるいずれの位置にあるときでも、遊挿口１４ｆ及び１５ｆに交差する
ように形成位置や寸法（曲率半径等）が設定されている。凹部４３ａ及び４４ａは、間隙
部１ｄに面する位置に形成されている。
【００３４】
　ハンドル部材４は、ノートパソコンを手で提げるとき、ユーザーの手の指をハンドル部
材４と第１の筐体１との間に挿入されるため、指側側面４ａを備える。凹部４３ａ及び４
４ａは、ハンドル部材４の指側側面４ａと凹部４３ａ及び４４ａ（任意の接線）とでなす
角度Ｒ１及びＲ２が、図９に示す構成（凹部４３ａ及び４４ａを備えていない構成）にお
ける角度Ｒ１０１及びＲ１０２に比べて大きくなるように形成されている。角度Ｒ１及び
Ｒ２は、支持部材４３及び４４がハンドル部材４に対して回動動作をする際に、ハンドル
部材４の指側側面４ａと凹部４３ａ及び４４ａとの間に異物が挟まれにくい角度であれば
よい。すなわち、側面４３ｄおよび側面４４ｄと指側側面４ａとの内角は、鈍角化する。
換言すると、ハンドル部材４が最も収納面１ｃから離隔している状態で、支持部材４３の
凹部４３ａの頂点が、図７Ｃに示すように、支持部材４３とハンドル部材４との交差部に
位置するように構成している。この構成により、遊挿口１４ｆ及び１５ｆにおける指側側
面４ａに対して支持部材４４が出来得るだけ直線状での出入りを達成することができ、指
側側面４ａと凹部４４ａとの間で異物が挟まれにくい。しかも、指側側面４ａから露出し
ている支持部材４３の凹部４３ａは、頂点から突起部４３ｂにかけて単調に変化する傾斜
であるため、長円形凹部１４ｄ中を突起部４３ｂが移動しても、遊挿口４３ｄからハンド
ル部材４への収納過程で異物を挟む可能性を低減することができる。なお、頂点はハンド
ル部材４に収容されていても、作用および効果は同じである。また遊挿口１４ｅ及び１５
ｅに対する支持部材４３も同様である。これら鈍角の角度としては、例えば１４０乃至１
８０度とすることが好ましい。なお、前述した角度Ｒ１及びＲ２の値（１４０乃至１８０
度）は一例であって、この角度の範囲に含まれない角度であっても、少なくともハンドル
部材４の指側側面４ａと凹部４３ａ及び４４ａとの間に異物が挟まれなければ、本発明の
範囲に含むこととする。また、ハンドル部材４は、図７Ｂに示した状態から矢印Ｃの方向
に変位させるとき矢印Ｆ及びＧ方向に移動し、矢印Ｄの方向に変位させるとき矢印Ｊ方向
及びМ方向に移動する。この構成により、遊挿口１４ｅ及び１５ｅでの支持部材４３の場
所及び反対側面４ａとの内角、遊挿口１４ｆ及び１５ｆでの支持部材４４の場所及び反対
側面４ａとの内角は、ハンドル部材４と収納面１ｃとの間隔に応じて変動する。このため
、凹部４３ａ及び凹部４４ａは、反対側面４３ｅ方向に連続する凹状の湾曲面を備えるこ
ととなる。すなわち、凹部４３ａ及び凹部４４ａは、図７Ａに示した収納位置と図７Ｃに
示した引出位置との間で、第１の筐体１の収納面１ｃ側に露出する。なお、ハンドル部材
４における間隙部１ｄに面する指側側面４ａに、ユーザーの掌が沿うように曲面が形成さ
れている場合は、角度Ｒ１及びＲ２は、ハンドル部材４の曲面と一体化する角度とするこ
とが好ましい。
【００３５】
　上記のような構成とすることにより、支持部材４３及び４４がハンドル部材４に対して
回動動作する際に、ハンドル部材４と支持部材４３及び４４との間に異物が挟まることを
軽減することができる。具体的には、支持部材４３に凹部４３ａを備え、支持部材４４に
凹部４４ａを備えることにより、支持部材４３及び４４が回動動作する前と回動動作した
後における角度Ｒ１及びＲ２の変化が小さいため、ハンドル部材４と支持部材４３及び４
４との間に異物が挟まりにくい。Ｒ１及びＲ２の変化の変化を少なくさせるためには、凹
部４３ａおよび４４ａを円弧状に形成することが望ましい。ハンドル部材４を引き出した
状態で、支持部材４３及び４４とハンドル部材４とが交差する交差部に円弧の頂点を形成
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するまたはハンドル部材４に頂点を収納することで、ハンドル部材４を引き出しても、Ｒ
１及びＲ２の角度の変化はなだらかに変化し、角度を減少させることもできる。例えば、
図７Ｂに示す状態と図７Ｃに示す状態とでは、ハンドル部材４に対する支持部材４３及び
４４の角度は大きく異なるが、ハンドル部材４と凹部４３ａ及び４４ａとの角度Ｒ１及び
Ｒ２は大差がなく、ハンドル部材４と支持部材４３及び４４との間に異物が挟まりにくい
。また、例えば、ハンドル部材４が、図７Ｃに示す位置から矢印ＪまたはＭに示す方向へ
大きく変位したとしても、角度Ｒ１またはＲ２が極端に小さくなる（例えば鋭角）になる
ことはなく、ハンドル部材４と支持部材４３及び４４との間に異物が挟まりにくい。
【００３６】
　一方、図９に示すように凹部を備えていない構成では、支持部材１４１及び１４２が回
動動作した場合に、ハンドル部材１０４と支持部材１４１及び１４２との角度Ｒ１０１及
びＲ１０２が大きく変化する。特に、ハンドル部材１０４が矢印ＷまたはＺに示す方向へ
大きく変位した場合に、角度Ｒ１０１またはＲ１０２が小さく（例えば鋭角）になる場合
がある。したがって、ハンドル部材１０４と支持部材１４１及び１４２との間に異物が挟
まれやすくなる。
【００３７】
　なお、支持部材４３及び４４がハンドル部材４に対して回動動作する状況としては、例
えばハンドル部材４を図７Ａに示す収納位置から図７Ｃに示す引出位置に変位させる場合
、図７Ｃに示す引出位置にあるハンドル部材４をユーザーが把持して運搬しているときに
ノートパソコンが突起部４３ｂ及び４４ｂを軸にして矢印ＪまたはＭに示す方向へ揺動す
る場合などがある。
【００３８】
　　〔４．実施の形態の効果、他〕
　本実施の形態によれば、支持部材４３に凹部４３ａを備え、支持部材４４に凹部４４ａ
を備え、凹部４３ａ及び４４ａとハンドル部材４の指側側面４ａとの角度Ｒ１及びＲ２を
１８０度に近い大きい角度としたことにより、支持部材４３及び４４がハンドル部材４に
対して回動動作したときにハンドル部材４の指側側面４ａと支持部材４３及び４４との間
に異物が挟み込まれることを軽減することができる。したがって、ハンドル部材４をスム
ーズに変位させることができる。
【００３９】
　なお、本実施の形態では、本実施の形態では、ハンドル部材４に長円状凹部１４ｃ、１
４ｄ，１５ｃ，１５ｄを形成したが、第１の筐体１における支持部材４１及び４２の支持
箇所に長円状凹部を形成する構成としても、本実施の形態と同様に動作する。
【００４０】
　また、本実施の形態では、凹部４３ａ及び４４ａは、円弧状に窪んだ形状としたが、円
弧状であることは必須ではない。例えば、複数の平面を含む多角形状に窪んだ形状として
もよい。
【００４１】
　また、本実施の形態では、支持部材４３に凹部４３ａを備え、支持部材４４に凹部４４
ａを備えたが、一方の支持部材にのみ凹部を備える構成としてもよい。
【００４２】
　また、本実施の形態では、支持部材４３及び４４は、第１の筐体１に固定されているが
、第２の筐体２に固定された構成としてもよい。
【００４３】
　また、凹部４３ａまたは凹部４４ａはハンドル部材４が収納位置であるときに、ハンド
ル部材４内に収納、または支持部材４３及び４４とハンドル部材４との交差部に形成され
ることが望ましい。凹部４３ａ及び４４ａの頂点が外部に露出すると、ハンドル部材４を
収納した際に、交差部から頂点を介して支持部材４３及び４４が露出することで、凹部４
３ａ及び４４ａの面とハンドル部材４との交差部における傾き方向が変化することに起因
して、異物が挟まれる可能性があるからである。
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【００４４】
　また、本実施の形態におけるハンドル部材４、支持部材４３、支持部材４４は、把持装
置の一例である。本実施の形態における第１の筐体１は、筐体の一例である。本実施の形
態におけるハンドル部材４は、把持部材の一例である。本実施の形態における支持部材４
３及び４４は、支持部材の一例である。本実施の形態における遊挿口１４ｅ，１４ｆ，１
５ｅ，１５ｆは、交差部の一例である。本実施の形態における凹部４３ａ及び４４ａは、
凹部の一例である。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本願に開示する把持装置は、筐体に対して収納可能なハンドルを備えた機器に有用であ
る。また、把持装置の搭載例としては、ノートパソコンなどの情報処理装置などがある。
【符号の説明】
【００４６】
　１　第１の筐体
　２　第２の筐体
　４　ハンドル
　４３、４４　支持部材
　４３ａ，４４ａ　凹部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７Ａ】

【図７Ｂ】 【図７Ｃ】
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